
日
本
共
産
党
市
議
団
は
３
月
議
会
で
「
生
活
保
護
費
の

削
減
に
反
対
す
る
意
見
書
」
の

共
同
発
議
を
働
き
か
け
、

提
出
し
ま
し
た
が
、賛
成
少
数
で
否
決
さ
れ
ま
し
た
。

安
倍
内
閣
は
生
活
保
護
の
制

度
改
悪
を
決
め
て
、
新
年
度
予

算
案
に
お
い
て
保
護
費
の
大
幅

削
減
を
開
始
し
ま
し
た
。

食
費
や
水
道
光
熱
費
に
相
当

す
る
生
活
扶
助
の
基
準
を
今
年

８
月
か
ら
３
年
か
け
て
６
７
０

億
円
、
年
末
の
特
別
な
支
出
に

配
慮
し
て
支
給
さ
れ
る
年
末
一

時
扶
助
も
７０
億
円
、
合
計
７
４

０
億
円
を
削
減
す
る
と
し
て
い

ま
す
。

さ
ら
に
今
後
、
医
療
扶
助
の

抑
制
や
受
給
者
が
働
い
て
得
た

収
入
か
ら
仕
事
に
関
す
る
経
費

を
差
し
引
く
勤
労
控
除
の
廃

止
、
受
給
者
へ
の
勤
労
や
親
族

へ
の
扶
養
義
務
の
強
化
、
行
政

に
よ
る
調
査
・
指
導
権
限
の
強

化
な
ど
も
見
込
ん
で
い
ま
す
。

基
準
の
引
き
下
げ
は
１
９
５
０

年
の
保
護
法
制
定
以
降
、
こ
れ

ま
で
に
２
０
０
３
度
に
０．９
％
、

０
４
年
度
に
０．２
％
の
引
き
下
げ

を
行
い
ま
し
た
が
、
今
回
は
過

去
に
例
を
見
な
い
大
幅
な
削
減

ｋ
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幅
と
な
り
、
減
額
対
象
も
受
給

世
帯
の
９５
％
に
及
び
ま
す
。

と
こ
ろ
が
、
重
大
な
問
題

は
、
影
響
が
生
活
保
護
利
用
者

だ
け
に
止
ま
ら
な
い
こ
と
で

す
。
保
護
基
準
は
収
入
が
少
な

い
低
所
得
者
の
生
活
を
支
え

て
い
る
国
や
地
方
自
治
体
の

様
々
な
制
度
の
適
用
対
象
の

「
目
安
」
と
し
て
連
動
ず
る
仕

組
み
と
な
っ
て
い
る
た
め
で

す
。影

響
す
る
制
度
は
、
小
中
学

生
の
学
用
品
代
や
給
食
費
を

支
給
す
る
就
学
援
助
、
保
育
料

や
医
療
・
介
護
の
保
険
料
の
減

免
制
度
な
ど
少
な
く
と
も
４０

近
く
に
及
び
ま
す
。

最
低
賃
金
は
生
活
保
護
基

準
よ
り
下
回
ら
な
い
こ
と
が

法
律
に
明
記
さ
れ
て
い
て
、
基

準
の
引
き
下
げ
は
最
低
賃
金

の
引
き
下
げ
に
連
動
し
ま
す
。

ま
た
住
民
税
の
非
課
税
限

度
額
と
も
連
動
し
て
い
る
た

め
、
新
た
に
課
税
さ
れ
る
世
帯

が
広
が
り
ま
す
。

「
就
労
支
援
」
は
６
ヶ
月
を

目
処
に
本
人
が
希
望
し
て
い

な
い
職
種
や
就
労
場
所
ま
で

範
囲
を
広
げ
て
早
期
就
労
を

迫
る
こ
と
が
打
ち
出
さ
れ
て

い
ま
す
。
低
賃
金
の
短
期
雇

用
、
不
安
定
雇
用
が
大
半
の
厳

し
い
雇
用
情
勢
の
下
で
、
期
限

を
切
っ
て
早
期
就
労
を
強
い

れ
ば
、
低
賃
金
の
不
安
定
雇
用

に
つ
な
が
ら
ざ
る
を
得
ず
、
ワ

ー
キ
ン
グ
プ
ア
の
大
量
生
産

と
い
う
結
果
に
な
り
ま
す
。
低

賃
金
の
短
期
雇
用
、
不
安
定
雇

用
に
大
量
の
生
活
保
護
者
が

流
れ
込
め
ば
、
雇
用
全
体
の
質

を
押
し
下
げ
る
こ
と
は
確
実

で
す
。

生
活
保
護
は
、
憲
法
２５
条
に

基
づ
く
制
度
で
す
。
消
費
税
大

増
税
と
社
会
保
障
の
一
体
改

革
路
線
は
生
活
保
護
大
改
悪

を
突
破
口
に
し
て
、
憲
法
が
保

障
す
る
戦
後
の
社
会
保
障
制

度
の
解
体
を
狙
っ
て
い
る
こ

と
は
明
ら
か
で
す
。



年度

（平成）

世帯数 人員 保護率

１９ ５４１ ７６２ ４．８

２０ ５７８ ８１５ ５．０

２１ ６７５ ９８４ ６．１

２２ ７７５ １，１６７ ７．１

２３ ８５７ １，２５７ ７．７

２４ ９４２ １，３０７ ８．１

生活を営む上で生じる費用 扶助の種類 支給内容
日常生活に必要な費用
食費・被服費・光熱費など

生活扶助 基準額は①食費・医療費などの個人費用と②光熱水費
などの世帯共通費用を合算して算出

アパートなどの家賃 住宅扶助 定められた範囲内で実費を支給
義務教育を受けるために必要
な学用品等

教育扶助 定められた基準額を支給

医療サービスの費用 医療扶助 福祉事務所が発行する「医療券」を病院窓口に出して
医療を受ける

介護サービスの費用 介護扶助 ６５歳以上の利用料の１割、４０～６５歳の利用料全
額、介護施設入所者の基本生活費など

出産費用 出産扶助 分娩料など、定められた範囲で実費を支給
就労に必要な技術の習得など
にかかる費用

生業扶助 生業を営むのに必要な資金や器具、資材の購入費就職
支度金など、定められた範囲で実費を支給

葬祭費用 葬祭扶助 定められた範囲で実費を支給

政
府
が
引
き
下
げ
の
根
拠
と
す
る

の
は
厚
労
省
の
「
社
会
保
障
審
議
会

生
活
保
護
基
準
部
会
」
の
「
検
証
結

果
」
で
す
。
同
結
果
は
、
現
行
の
生

活
保
護
基
準
額
が
、
生
活
保
護
を
受

け
て
い
な
い
低
所
得
世
帯
の
生
活

費
を
上
回
っ
て
い
る
と
し
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
こ
の
低
所
得
者
の
中

に
は
本
来
、
生
活
保
護
の
対
象
で
あ

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
受
け
る
こ
と

が
で
き
な
い
で
い
る
世
帯
が
多
数

含
ま
れ
て
お
り
、
こ
れ
と
の
比
較
を

判
断
基
準
と
し
た
な
ら
、
際
限
の
な

い
引
き
下
げ
に
つ
な
が
る
こ
と
は

自
明
の
理
で
す
。

生
活
保
護
受
給
者
や
低
所
得
層

が
増
大
し
た
の
は
、
非
正
規
労
働
者

の
拡
大
や
賃
下
げ
、
首
切
り
野
放
し

な
ど
の
雇
用
破
壊
、
雇
用
保
険
の
捕

捉
率
の
低
下
、
年
金
制
度
の
脆
弱
性

な
ど
生
活
保
護
制
度
の
手
前
に
あ

る
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
が
脆
弱
で

あ
る
と
い
う
社
会
的
構
造
的
要
因

に
よ
る
も
の
で
す
。

こ
こ
に
手
を
打
つ
こ
と
な
く
、
生

活
保
護
を
引
き
下
げ
て
国
民
を
さ

ら
な
る
苦
し
み
に
突
き
落
と
す
暴

挙
は
断
じ
て
許
せ
ま
せ
ん
。

生
活
保
護
制
度
を
活
用
す
る
こ

と
は
憲
法
第
２５
条
で
定
め
ら
れ
た

国
民
の
権
利
で
す
。
経
済
的
理
由
で

生
活
に
困
っ
て
い
る
人
は
、
誰
で
も

申
請
で
き
、
条
件
に
合
っ
て
い
れ

ば
、
差
別
な
く
平
等
に
保
護
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
、
国
が
定
め
る
最
低

生
活
費
と
収
入
の
差
額
を
現
金
や

現
物
で
支
給
さ
れ
、
働
い
て
い
て
も

年
金
を
受
給
し
て
い
て
も
、
収
入
が

最
低
生
活
費
に
比
べ
て
少
な
い
場
合

は
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

上記の扶助のほ

かに、母子世帯や

障がい者のいる世

帯のように、加算

により、初めて生

活が保障されると

いう趣旨で加算が

あります。７０歳

以上に支給されて

いた「老齢加算」

は２００６年度に

全廃され、復活を

求めて生存権裁判

が行われていま

す。

平成２４年度は２５年１月の数、保護率：人口１０００人

あたりの数


